
事務事業評価シート（事後評価）

事業コード 事務事業名 所管部課

年度 （ ）

事業費(A)

国庫支出金・都支出金

地方債

その他 （ ）

一般財源

所要人員(B)

人件費(C)=平均給与×(B)

臨時職員賃金等(C')

総コスト(D)=(A)+(C)+(C')

単位当たりコスト

(E)=(D)/ （ ）

8-2-4 飼い主のいない猫避妊・去勢手術代助成事業 みどり環境部　環境保全課

事
務
事
業
の
概
要

事務事業の目的 根拠法令等

　飼い主のいない猫の不妊又は去勢の手術に要する費用を助成することにより、飼い主のいない猫の数を抑制
し、もって市民の快適な生活環境の保持及び動物愛護精神の高揚を図ることを目的とする。

事業内容・実施方法等／補助の概要：補助団体の概要（団体名・団体の活動内容・補助金の活用内容等）、補助金の概要（国・
都基準の有無・対象者拡大の有無・上乗せ補助額・市単独補助額）等　　※該当する予算事業名・節目を明記する

　市内に生息する特定の飼い主のいない猫の不妊・去勢手術費の一部（オス：5,000円　メス：10,000円）を上限に助成する（都
1/2補助あり）。申請者に対しては、事業の趣旨を説明し、地域住民の理解を得るよう努めてもらうほか、任意で地域猫対策協力員
として登録してもらい、地域猫対策事業（相談支援、譲渡会など）への主体的実施にご協力いただいている。
　手術は市指定動物病院で実施するが、猫の捕獲の際に市は捕獲器を申請者に貸出している。
　申請者は市指定動物病院に助成金の請求・受領を委任し、助成額を差し引いた額を動物病院に支払う。動物病院が手術報告
書をとりまとめて市に交付申請を行うことで、市民の利便性と事務の効率化の両立が図られている。

（予算事業名：04.01.04.01　環境衛生事業費（飼い主のいない猫避妊・去勢費用助成金））

平成21

千円

885 885 900 900

442 443

実施形態

事
業
費
デ
ー

タ

項　　目 単位 25年度

財
源
内
訳

人

443

450 450

26年度 27年度 28年度

2,381 2,490

442 450 450

0.30

千円 2,381 2,463

千円

0.30 0.30 0.30

3,390

猫の手術実施件数 千円 31 33 31

千円 3,266 3,348 3,281

評
価
指
標
の
設
定

活動等指標 単位 25年度

② 実績値

成果指標 単位 25年度

107

26年度 27年度 28年度

①　手術承認書の交付件数 実績値 件 141 138 136

26年度 27年度 28年度

《指標の説明・数値変化の理由　など》
　申請に基づき、飼い主がいないことを確認し手術を承認した件数。

100 105

一
次

目標値 件

実績値 件

　市での予算に限りがあり、猫の不妊・去勢手術助成金が無くなり次第、助成金の受付
申請が終了するため、補助申請終了後の猫の手術費用は市民の負担となる。そのた
め、手術できる猫の頭数の増加を希望する声がある。

都内26市のサービス水準との比較
（平均値、本市の順位など）

二
次

目標値

実績値

《指標の説明・数値変化の理由　など》
　申請に基づき、飼い主がいないことを確認のうえ、手術の承認書を交付するが、期限内に猫を捕獲できず、手術の実施につな
がらないことがある。

　東京都内の各自治体において、飼い主のいない猫について不妊・去勢手
術の助成を行い、地域猫の発生抑制に取り組んでいる。平成27年度実績で
は西東京市の助成額はメス３位、オス４位/19市と上位にある。平成28年度
の補助助成額の増額を行っている自治体もある。

市民・関連団体等の意見
（アンケート結果など）

事
業
環
境
等

代替・類似サービスの有無 代替・類似サービスはない。

事業開始時期

猫の手術実施件数

法律

条例・規則

要綱・要領

政令・省令

上

中

下

有

無

直営 委託 補助 その他

【一次評価】

Ｃ

【二次評価】

Ｃ

【外部評価】

【行革本部評価】

【改善の方向性・スケジュールと改善実施にあたっての課題】

改善の方向性・
スケジュール

○検証項目、評価の判断理由
○事業実施上の課題や今後改善すべき点等

　飼い主のいない猫の対策については、市域を超えた対策の必要性や、適正な補助の金
額、規模の範囲が見えにくいことなど各市苦慮している。東京都でも動物愛護相談セン
ターにおける致死処分頭数の６割が子猫であることから、致死処分数や猫に関する苦情が
多く、苦情を減少させるため、みだりに繁殖させず、飼い主のいない猫を増やさないよう各
種対策を地域住民の理解と協力を得て、地域の衛生環境確保との両立を図っている。
　西東京市でも、猫に関する苦情件数はここ数年減少している。多摩26市の猫対策事業
でも、26市中19市が助成を行っており、今年度より２市が新たに助成対応を実施している。
　今後については、公衆衛生の観点から本事業は引き続き実施していく必要があると考え
られるが、予算に達した時点で申請を終了することにより、ボランティアが手術額を自己負
担し手術を行っているという実態もある。財政的な観点にも留意しつつ、適正な事業規模
を精査する必要があると考えている。

検証項目の見方　Ａ：事業実施の意義を検証する項目　Ｂ：事業の内容･実施方法を検証する項目　Ｃ：市民ニーズの反映度を検証する項目

○検証項目、評価の判断理由
○事業実施上の課題や今後改善すべき点等

　本事業は開始から６年が経過し、市民ボランティアの協力のもと相談支援や譲渡会の開
催など、積極的な取組を行っていることは評価できる。
　市民・関係団体等の意見欄には、助成対象となる猫の頭数を増やして欲しい旨の要望も
あるが、助成額の比較においては、他市より高い水準となっていることから、本市の厳しい
財政状況を考えると助成対象件数を増やす場合には、助成額の見直しも必要と考える。
ただし、現在の予算の範囲内での対応では、実際の需要に対応しきれていないという状
況が生じていることも考慮し、対応を図る必要がある。
　今後は、本取組が一過性のものではなく、継続性をもって実施すべきものであること、本
市だけでなく広域的な対応が必要となることなどを考え、近隣区市との連携や協力体制の
強化、また、ボランティア団体との協力のもと、飼い主のいない猫への餌付けの抑制など、
地域と一体となった取組を進めるべきである。

検証項目の見方　Ａ：事業実施の意義を検証する項目　Ｂ：事業の内容･実施方法を検証する項目　Ｃ：市民ニーズの反映度を検証する項目

ランク

◇平成29年度
①地域猫に関する講演会の開催やリーフレットを作成し、地域猫についての意識啓発を図る。
②近隣区市との連携により、ＰＲを充実させる。
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一次評価
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スの相手方

行革本部評価

受益者負担
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市民ニーズ
の把握 2

Ａ

事業の優先
度（緊急性）

1

評価の判断理由及び事業実施上の課題や今後改善すべき点等

　本事業については、市民ボランティアの協力のもと相談支援や譲渡会の開催など、積極的な取組が行われ
ており、評価できる。
　取組に当たっては、継続性や広域的な対応が求められることからも、今後は、ボランティア団体との協力体制
のもと、近隣区市との連携など、地域と一体となった推進となるよう見直しを図られたい。
　なお、助成件数拡大の要望もあるが、本市の助成額は他市に比べると高い水準であることなども勘案しつ
つ、検討されたい。

Ｂ

直接のサービ
スの相手方 1

事業内容等
の適切さ

外部評価 評価の判断理由及び事業実施上の課題や今後改善すべき点等

（対象外）

拡充

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

休止

廃止

拡充

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

休止

廃止

拡充

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

休止

廃止

拡充

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

休止

廃止

－ 102－ － 103 －
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の適切さ

外部評価 評価の判断理由及び事業実施上の課題や今後改善すべき点等

（対象外）

拡充

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

休止

廃止

拡充

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

休止

廃止

拡充

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

休止

廃止

拡充

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

休止

廃止
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